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第１ はじめに 

１ 本書の位置付け 

 本書は、江戸川区新川さくら館（以下「本施設」という。）、の管理運営に関し、

江戸川区（以下「区」という。）が指定管理者に要求する管理運営の基準を示すも

のである。 

 指定管理者は、本書に示されている業務の仕様・基準を満たす限りにおいて、自

由に事業計画の作成を行うことができるものとするが、その際には「募集要項」等

において示された諸条件を必ず遵守し、その他の内容についても十分留意して事業

計画書を作成するものとする。 

 

第２ 施設の運営に関する業務基準 

１ 施設の利用に関する業務 

（１）基本要件 

① 休館日 

休館日は年末年始（１２月２８日から翌年１月４日までの日）。ただし、

指定管理者は区長の承認を得て、これを変更し、臨時に休館日を定めること

ができる。 

② 開館時間 

  開館時間は午前９時から午後９時３０分とする。ただし、広場、公衆手洗

所、駐車場は午前０時から午後１２時とすることができる。 

   ③ 利用時間 

施設利用時間は、原則開館時間の範囲内で定めるものとする。ただし、指 

定管理者が区長の承認を得て開館時間外を利用時間とすることができる。 

   ④ 利用料金 

区が江戸川区新川さくら館条例（以下「条例」という。）及び江戸川区新

川さくら館条例施行規則（以下「規則」という。）で規定する額の範囲内で、

指定管理者は区長の承認を得て利用料金を設定すること。ただし、施設の有

効活用等の観点から、利用料金の変更が必要な場合には、区と協議を行うこ

と。 

（２）施設等貸出業務 

  ① 利用の受付及び利用申請書等の交付 

指定管理者は、利用の許可を受けようとする者の申請を、区施設予約システ

ムえどねっと利用者規約のほか、条例及び規則で規定しているとおり受け付け、

利用料金を収受のうえ、利用承認書等を交付すること。 
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② 利用者登録 

区施設予約システムえどねっとにより、利用の受付や、個人及び団体登録の

受付を行うこと。 

③ 付帯設備の貸出及びセッティング 

指定管理者は利用者の申請により、本施設の備付器具を貸し出すこと。なお、

利用料金は規則の定めるところによる。 

また、利用者の活動等の便宜を図るために上記以外の備え付けの備品、用具

等を必要に応じて貸し出すこと。 

備付器具は利用開始時間までに準備し、利用時間終了後に片付けること。 

さらに、備品の貸出毎に記録する備品貸出記録台帳を整備し、記録すること。 

  ④ 利用における調整 

  （ア）優先利用受付 

指定管理者は、区が主催・共催する事業等で、区の担当部署より利用申請

があった場合、一般の受付時期より前であっても利用を受け付けるものとす

る。 

（イ）利用者との事前協議 

指定管理者は、利用者と付帯設備の準備等について事前に協議し、円滑な

施設利用に努めるものとする。 

  ⑤ 施設の空き状況の公開 

指定管理者は、区施設予約システムえどねっとにより、施設の空き情報を公

開するものとする。 

（３）駐車場及び駐輪場管理業務 

指定管理者は、本施設の駐車場及び駐輪場の管理を行うこと。車両及び自転

車の監視及び安全な誘導を適切に行い、路上駐車・駐輪が無いように努めるこ

と。 

なお、駐車場は 24 時間有料とするが、本施設営業時間内は、施設利用者を

優先し、車両の監視及び誘導を適切に行うこと。 

また、機械機器は、区が設置するが、業務引継ぎ後の管理業務については、

区が定めた者と指定管理者が別途契約を行うこと。 

２ 利用料金の収受に関する業務 

本施設については「利用料金制」を導入し、指定管理者は、利用者が支払う利用

料金を自らの収入とすることができるものとする。 

指定管理者は、本施設を利用しようとする者の利用申請に基づき、収受した全て

の利用料金について記録を作成することとする。 
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３ 広報に関する業務 

指定管理者は、施設のＰＲ及び情報提供のために、区長の了承を得て、以下の例

を参考に必要な媒体の作成、配布を行うこと。 

（１）区広報への掲載 

（２）本施設のホームページの作成・更新等 

（３）施設案内リーフレットの作成・配布 

（４）各事業のチラシ、館内催物情報紙等の作成・配布 

（５）事業報告書又は事業概要等、本施設の業務等を紹介する資料の作成・配布 

４ その他館の管理運営に必要な業務 

（１）入館及び退館への対応 

指定管理者は、来館者の利便性及び安全性に十分配慮すること。また、館内

催事及び周辺のインフォメーションや迷子の対応等利用者のサービス向上に

努めること。 

（２）急病等への対応 

指定管理者は、本施設の利用者、来館者等の急な病気、ケガ等に対応できる

よう、近隣の医療機関等と連携し、緊急時には的確な対応を行うこと。 

なお、指定管理者は、ＡＥＤ(自動体外式除細動器)を設置すること。 

（３）緊急時の対応 

指定管理者は、災害時において江戸川区地域防災計画に基づき、区が行う災

害応急活動等に積極的に参加すること。 

指定管理者は、災害時緊急時に業務を円滑に行うため、利用者の避難、誘導、

安全確保及び関係機関への通報等についての計画を作成し、緊急時には的確な

対応を行うこと。さらに、災害時等に区が避難場所等として本施設を使用する

必要があると認めるときは、区の指示に基づき、避難者を受け入れること。 

なお、本施設は平成29年7月より、緊急医療救護所として指定される予定で

ある。 

また、火災防止、人命救助等の緊急措置が必要な場合は、管理運営業務の範

囲外であっても指定管理者の判断により臨機に対応し、区に報告書を提出する

こと。 

さらに、年２回以上館独自で消防訓練を実施するとともに、区が行う防災訓

練などにも積極的に参加すること。 

（４）区予約システムに関する業務 

指定管理者は、区施設予約システムえどねっとにより区内施設の予約に必要

な利用者登録手続き及び予約代行手続きを行うこと。 
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（５）その他の業務 

各種問い合わせや施設見学者への応接、苦情や要望への対応など、必要な対

応を行うこと。なお、区からの施設利用状況等に関する調査に対応すること。 

第３ 文化の向上、地域の賑わいづくりに関する業務基準 

１ 賑わいづくりに関する運営業務（自主事業） 

指定管理者は多目的ホール、集会室、広場（貸切りの場合）（以下、貸切利用施

設という。）の貸し出し業務のほか、全長約３ｋｍにわたる新川の中心に位置する

新川さくら館を核とする地域の賑わいづくりにつながる自主事業として、イベント

や企画展示、各種講座などを企画し実行すること。なお、事業の検討実施にあたっ

ては、区主催のイベントとの連携のみならず、地域の自主性を尊重し、地元の町会

や商店街、ボランティア活動団体などの地域住民と密接に連携を図ること。また、

参加者・利用者にとっての安全を十分に確保すること。 

 （１）イベントの企画・開催 

指定管理者は、当該年度末までに翌年度行う自主事業によるイベントについ

て、年間計画を作成し、区の承認のうえ、実施すること。ただし、イベント開

催日の正式決定は開催日の３か月前とすること。 

なお、指定管理者は貸切利用施設の一般利用者利用を鑑み、イベント開催日

時、開催（占有）期間を検討すること。 

（２）新川沿線施設を利用したイベントの企画・開催 

指定管理者は、新川沿線の公共空間において、新川の特徴を生かしたイベン

トを開催し、区民や来訪者の交流・娯楽づくりに努め、新川沿線の賑わいを創

出すること。 

企画計画・内容については、指定管理者が案を作成し区の承認を得て、実施

すること。 

（３）企画展示の開催 

指定管理者は、新川の歴史・文化・産業や江戸文化などの情報を総合的に適

宜展示することとする。展示計画・内容については指定管理者が案を作成し、

区の承認の得て、実施すること。なお、貸切利用施設を利用する場合、入場料

を徴収することができる。 

指定管理者は、企画展示に応じた解説パンフレット等を作成し、館内に配置

すること。 

また、貸切利用施設による企画展示を行うときは、貸切利用施設の一般利用

者の利用状況を考慮し、開催日時、開催（占有）期間を検討すること。 
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 （４）講座・講習の企画・開催 

指定管理者は、新川の歴史・文化、産業や江戸文化、区民のコミュニティづ

くりに寄与する講座・講習などを適宜開催し交流の場づくりに努めることとす

る。 

企画計画・内容については、指定管理者が案を作成し、区の承認のうえ、実

施すること。 

なお、講座・講習等の参加料等の徴収は可能とする。 

また、貸切利用施設による講座・講習を行うときは、貸切利用施設の一般利

用者の利用状況を考慮し、開催日時、開催（占有）期間を検討すること。 

（５）地域イベント等への協力 

指定管理者は、区や地元自治会等の主催でイベント等が開催される場合は、

最大限これに協力するものとする。 

協力する内容については、地元関係者、指定管理者、区と協議のうえ、決定

するものとする。 

（６）新川沿線の賑わいづくりのための協議会の設置 

指定管理者は、新川沿線の賑わいづくりのための協議会を設置し、地元町会、

商店街等の各種団体との調整・連携を図るための事務局として機能するものと

する。会議等を開催する場合の開催日時等については、地元関係者、指定管理

者、区と協議のうえ、決定するものとする。 

※ イベント・企画展示などの地域の賑わいづくりにつながる自主事業について指

定管理者が管理する施設以外でイベントを行う場合は、区や関係機関などの許

可が必要となります。 

使用許可等実施に関する手続きについては指定管理者が行う必要があります。 

 

２ 物品・飲食品の販売に関する運営業務（自主事業） 

指定管理者は、お休み処で、物品や飲食品を販売・提供することとする。なお、

企画したイベント等で物品や飲食品を販売・提供することができる。 

また、販売にあたっては、区が設定したロゴマーク等を使用することができる。 

（１）本区の特産品などの物品の販売 

指定管理者は、本区の特産品、および本区の姉妹・友好都市の特産品などを

販売することができる。 

販売する商品や価格等は、区と協議のうえ、指定管理者が設定することがで

きる。なお、購入者ニーズに応える商品構成、価格を設定すること。 

また、指定管理者は、販売計画や、商品開発について地元等からの提案があ

った場合は積極的に協力し、実現につなげること。 
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（２）飲食品の販売 

指定管理者は、利用者に飲食を提供することができる。 

食事等のメニュー及び価格等は、区と協議のうえ、指定管理者が設定するこ

とができる。なお、江戸川区の生産品を積極的に使用すること。 

また、指定管理者は、メニュー開発等について地元等からの提案があった場

合は積極的に協力し、実現につなげること。 

（３）独自製品の開発・販売 

指定管理者は、新川さくら館及び新川の特徴を生かした独自製品を開発し、

販売することができる。商品内容・価格については、指定管理者が案を作成し、

区の承認を得て、決定すること。 

（４）空間デザイン及び設営 

指定管理者は、新川さくら館の整備コンセプトに見合ったお休み処の空間デ

ザインを提案すること。なお、その提案に基づき区が準備する備品等の設営、

その他の展示や装飾を行うこと。また、その内容については事前に区と協議す

ること。 

※ 物品・飲食品の販売などの地域の賑わいづくりにつながる自主事業について

指定管理者が管理する施設以外で販売を行う場合は、区や関係機関などの許可が

必要となります。 

使用許可等実施に関する手続きについては指定管理者が行う必要があります。 

 

３ 和船の運航に関する運営業務（自主事業） 

（１）和船事業の開発・運営 

指定管理者は、区の許可を得て、新川の水面を利用し、客に対し和船乗船サ

ービスを提供すること。 

運営形態、提供するサービスの内容（運航コース等）及び料金等は区と協議

のうえ指定管理者が決定する。なお、和船事業を行う場合、事業実施前に区と

協議することとする。 

指定管理者は、利用者が支払う料金を自らの収入とすることができる。 

（２）和船操船者（漕ぎ手）との連携 

指定管理者は、和船操船者（漕ぎ手）を確保するとともに、和船事業を円滑

に運営するために必要な連携体制を整えること。 
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第４ 施設の維持管理に関する業務基準 

１ 備品管理業務 

（１）備品の管理 

① 施設における活動に支障をきたさないよう、指定管理者は備品の管理を行

うとともに不具合が生じた備品については、区と協議のうえ、更新を行うこ

と。 

② 備品は、現状の備品を使用するものとする。なお、指定管理後においても、

区が本業務に必要があると認める場合には、区が更新又は新規に購入する。

この場合には、区が指定管理者と別に契約を締結し、指定管理料とは別に区

が概算払いにより支出し、備品の所有権は、区に帰属する。 

③ 指定管理者が新たな事業展開のために必要とする備品の調達、更新費用は、

指定管理者の負担とする。この場合、当該備品の所有権は指定管理者に帰属

するものとする。 

④ 区が所有する備品の修繕(軽微なものを除く)に要する経費は、区が指定管

理料とは別に区が概算払いによって支出することとする。 

（２）備品台帳 

指定管理者は備品台帳を作成のうえ、備品の管理を確実に実施し、年に１回

の確認を行うこと。 

備品台帳に記載する事項は、品名、規格、金額、購入年月日、設置場所等を

必ず含むこと。 

なお、備品とは比較的長期間にわたって、その性質、形状等を変えることな

く使用に耐えるもので、購入価格が単価３万円以上の物品をいう。 

２ 小規模修繕業務 

本施設の管理上必要となる施設の小規模修繕については、別の契約に基づき、指

定管理者が行うものとする。ただし、大規模改修工事は、区が実施するものとする。 

なお、自然災害や老朽化等の指定管理者及び施設利用者の責めに負わない修繕の

経費は、区が負担する。区、指定管理者いずれの責めに帰すべき事由か明確でない

ものについては、協議のうえ、それぞれの負担額を決定する。 

３ 保守管理業務 

指定管理者は、施設及び設備の機能と環境を維持し、本施設におけるサービス提

供が常に円滑に行われるように、施設及び設備の保守管理業務を行うこと。 
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（１）施設の保守管理 

指定管理者は、施設全体を適切に管理運営するために、敷地内の設備、植栽、

設置物および構造物の日常的な点検を計画的に行い、地面の不陸、ひび割れ等

の不具合が発生しない状態を維持するとともに、美観を維持すること。なお、

指定管理者は、施設を安全かつ安心して利用できるよう予防保全に努めること。

また、点検の項目・場所・回数等は、指定管理者が提案すること。さらに、不

具合を発見した場合は、速やかに区に報告すること。 

 

４ 設備機器管理業務 

指定管理者は、設備機器の機能を維持するとともに、施設利用者がより快適に利

用できる良質な環境を提供すること。業務にあたっては、確実性、安全性及び経済

性に配慮し、正常に機能しないことが明らかになった場合は適切な方法により対応

するとともに、区へ報告すること。 

（１）運転監視業務 

設備の適正な運用を図るために行う運転及び監視並びにこれに関連する電

力、水道等の需給状況を管理するとともに、節減に努めること。 

また、設備に応じて、適正に運転記録をとること。 

（２）日常点検業務 

日常の機器運転管理、点検、整備を行うこと。 

また、点検及び正常に機能しない場合の対応等の記録をとること。 

（３）定期点検・整備業務 

法定点検及び初期性能・機能保持のため、年１回以上、運転中の機器を停止

し、外観点検、機能点検、機器作動特性試験、整備業務を行うこと。その際、

必要に応じて消耗品等の交換を行うこと。 

なお、点検及び正常に機能しない場合の対応等について、適切に記録をとる

こと。 

本業務に関する実施内容は、別表１を参照のこと。 

５ 清掃業務 

指定管理者は、本施設及びその周辺の良好な環境衛生、美観の維持に心がけ、

施設としての快適な空間を保つために清掃業務を実施すること。 

なお、消耗品は、常に補充された状態にすること。 

また、清掃場所や回数等は、指定管理者が提案すること。 
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６ 保安警備業務 

指定管理者は、本施設の防犯、防火及び防災に万全を期し、利用者が安心して

利用できる環境の確保のために保安業務を行うこと。 

なお、防火管理者を選任し、法令に基づく防火体制等を整えること。 

また、機械警備業務については、区が定めた者と指定管理者が別途契約を行う

こと。 

 

第５ 経営管理に関する業務基準 

１ 事業計画書の作成業務 

指定管理者は、毎年度当初に事業計画書を作成し区に提出すること。また、毎

年９月１５日までに次年度事業計画書（案）を作成し、区に提出すること。作成に

あたっては、区と調整すること。 

なお、指定管理料については清算方式を用いる。 

２ 事業報告書の作成業務 

指定管理者は、月次及び年次事業報告書を作成すること。月次事業報告書は、

翌月１０日までに区へ提出すること。 

年次事業報告書は、前年度分を毎年４月末日までに区へ提出すること。 

指定管理者は、次の事項を十分に理解し、業務を適切に遂行すること。 

月次事業報告書に記載する内容は以下のとおりとし、書式は区と指定管理者で

協議のうえ、定める。 

 

月次事業報告書 

（１）利用実績（実施事業数、利用者数、利用率、利用料金収入等） 

（２）管理業務の実施状況 

（３）決算状況（費用明細等） 

（４）自己評価 ほか 

３ 事業評価業務 

指定管理者は、以下の方法により利用者等の意見や要望を把握し、運営に反映さ

せるように努めるとともに、結果について区に報告すること。 

事業報告書（月次、年次）及び事業評価の結果等を考慮したうえで、指定管理者

の業務が基準を満たしていないと区が判断した場合は、是正勧告を行い、改善が見

られない場合、指定を取り消すことがある。 
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（１）利用者アンケート 

施設利用者を対象に、サービスに関するアンケート等を年に１回以上実施す

ること。なお、指定管理者は、アンケート用紙の作成、配付、回収及び分析を

行うこと。 

（２）施設の管理運営に対する自己評価 

施設の管理運営に関して、適宜自己評価を行い、その結果を事業報告書（月

次、年次）にまとめ区へ提出すること。 

（３）施設の管理運営に対する区の監査 

区の監査担当者は、施設の管理運営状況を確認するため、必要に応じていつ

でも施設に立ち入り、書類等を閲覧することができる。区による施設の管理運

営に対する監査がある場合は、必要な対応を行うこと。 

４ 区及び関係機関との連絡調整業務 

指定管理者は、区との定期的な打ち合わせに参加し、情報交換を密にするとと

もに、関係官庁、団体等との調整を誠実に行うこと。 

５ 業務の引継業務 

 （１）指定管理開始時の業務の引継ぎ 

指定管理者は、指定期間の始期（平成３０年４月１日）から、円滑に支障な

く指定管理業務が実施できるように、区及び現指定管理者との引継ぎを行うも

のとする。事業者は、指定管理者の指定が議決された後、速やかに現場研修及

び事務引継ぎを行うこと、なお、引継ぎに関わる費用は、すべて新指定管理者

の負担とする。 

 （２）指定管理終了時の業務の引継ぎ 

指定管理者は、指定期間終了時に次期指定管理者が円滑かつ支障なく本施設

の業務を遂行できるように引継を行うこと。 

 

 

第６ その他 

１ 管理体制の整備等 

（１）管理運営体制 

指定管理者は、本事業を円滑かつ適切に遂行することが可能な維持管理・運

営体制を構築すること。 

（２）連絡体制 

指定管理者は、区との連絡用としてインターネット接続環境を整え、パソコ

ン等の情報機器を設置すること。 



- 12 - 

 

（３）服務 

指定管理者は、従事する全ての職員に対して公益使命を自覚させ、名札の着

用、来館者に満足を与える接遇を徹底すること。 

２ 文書の管理 

指定管理者は、指定期間中の文書の管理について、区の指示に基づき、年度毎、

分野毎に分類し適切に管理すること。 

（１）利用申請書の保管 

利用申請書等は、区の指示に基づき適切に保管し、指定期間終了後に区に納

めること。 

（２）記録の保管 

本事業の実施に伴って作成・整備した図面・記録類について、汚損、紛失等

のないよう適切な方法で保管し、次期指定管理者に引継ぐこと。 

保管期間は、基本的に以下のとおりとする。 

① 協力業者一覧表、メーカーリスト、各取扱説明書、保証書 永年 

② 設備機器台帳、計器台帳、工具台帳    永年 

③ 官庁届出控、報告控      永年 

④ 年間、月例定期点検、測定記録     ５年 

⑤ 業務連絡簿、年間・月間作業計画表、管理日報・月報  ５年 

⑥ 日誌（機械運転日誌、作業日誌等）    ５年 

⑦ 事故、障害記録       ５年 

⑧ 補修記録        ５年 

３ 保険の加入 

指定管理者は募集要項等に定める自らのリスクに対応して、適切な範囲で保険に

加入すること。なお、建築物に対する火災保険については区が加入する。 

４ 個人情報の保護 

指定管理者は、個人情報保護法及び江戸川区個人情報保護条例並びに江戸川区情

報セキュリティポリシーをはじめとする関係法規等を遵守し、個人情報の漏洩がな

いようにすること。 

なお、業務上知り得た秘密を他に漏らし、または自己の利益のために利用しては

ならない。指定管理期間の終了（指定の取消しを含む）後、並びに従事者が職務を

退いた後においても同様とする。 
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５ 環境への配慮 

指定管理者は、「江戸川区環境行動計画」に基づき、省エネルギーやリサイクル

の推進など環境に配慮した取組に努めること。なお、区が実施する取組には積極的

に協力すること。 

６ 管理経費を上回る収益について 

  利用料金収入、及び自主事業による収入が管理経費を上回る収益が発生した場合、

その収益の取り扱いについては、区と指定管理者とで協議するものとする。 

７ その他の留意事項 

（１）本施設の管理運営にあたり、飲食物の販売、興行の開催等に係る諸届が必要

な場合は、指定管理者の責任のもと、手続きを行うこと。 

（２）本書に記載がない事が発生したときは、区担当部署と協議して決定すること。  
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別表１ 

件名 備考 

電気設備の保守点検 受 電 方 式：高圧６．６KV 

トランス容量：１５０KVA 

給排水設備の保守点検 給 水：水道直結方式 

引込口径：５０φ 

空調設備の保守点検 ビルマルチ及び店舗・オフィスエアコン 

消防設備の保守点検 自動火災報知機設備 

機械式駐車場設備の保守点検  

 


